
(1)　利子所得等の課税状況

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額
障害者等非課税・
財形貯蓄非課税分
支 払 金 額

その他非課税分
支 払 金 額

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,504,652 994,392 15,732 93,695,508 100,215,893 994,392

20,975,981 3,200,057 49,432 79,287,671 100,313,084 3,200,057

銀 行 預 金 53,311,643 8,108,207 456,741 7,966,899 61,735,283 8,108,207

銀行以外の金融機関の預金 47,673,987 7,266,085 606,503 28,074,713 76,355,203 7,266,085

その他勤務先預金等の利子 10,938,275 1,682,164 20,875 52,213 11,011,362 1,682,164

297,748 45,221 16,042 13,196 326,986 45,221

1,618,423 242,521 39 2,183 1,620,645 242,521

141,320,709 21,538,648 1,165,364 209,092,383 351,578,456 21,538,648

3,412,171 522,574 - 180,900 3,593,071 522,574

584,697 93,259 - - 584,697 93,259

1,334,914 245,331 - - 1,334,914 245,331

146,652,491 22,399,811 1,165,364 209,273,283 357,091,139 22,399,811

調査対象等：　平成27年２月から平成28年１月までに利子等の支払者から提出された「利子等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

（注）１　「障害者等非課税・財形貯蓄非課税分」は、第10条（障害者等の少額預金の利子所得等の非課税）、租税特別措置法第４条（障害者

　　　　等の少額公債の利子の非課税）、第４条の２（勤労者財産形成住宅貯蓄の利子所得等の非課税）及び第４条の３(勤労者財産形成年金

　　　　貯蓄の利子所得等の非課税)に規定する非課税分である。

　　　２　「その他の非課税分」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）のほか、租税特別措置法第５条（納税準備預

　　　　金の利子の非課税）及び第８条（金融機関等の受ける利子所得等に対する源泉徴収の不適用）等に規定する非課税分である。

　　　３　「課税分」には、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

　　　４　「割引債の償還差益」の「支払金額」及び「源泉徴収税額」は、租税特別措置法第41条の12（償還差益等に係る分離課税等）に規定

　　　　する課税分であり、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

３－３　所得種類別課税状況

公社債投資信託の収益の分配等

合　　　　　計非　課　税　分課　　税　　分

区　　　　　分

公 債

社 債

合 同 運 用 信 託 の 収 益 の 分 配

預 貯 金

計

定 期 積 金 の 給 付 補 て ん 金 等

匿名組合契約等に基づく利益の
分 配 、 生 命 保 険 等 の 差 益

小　　　　　計

割 引 債 の 償 還 差 益
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(2)　配当所得の課税状況

非　課　税　分

支 払 金 額 源泉徴収税額 支 払 金 額 支 払 金 額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円

剰余金又は利益の配当、剰余金の分
配、基金利息の分配、特定投資法人の
投資口の配当等

1,194,707,900 208,943,471 615,669,417 1,810,377,317 208,943,471

11,462,240 1,755,442 9,920,157 21,382,397 1,755,442

源 泉 徴 収 選 択 口 座 内 配 当 等 244,993,560 37,505,687 - 244,993,560 37,505,687

計 1,451,163,700 248,204,600 625,589,574 2,076,753,274 248,204,600

（注）１　「非課税分」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）に規定する非課税分のほか、租税

　　　　特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上場株式等の配当等で国内における支払の取扱者を通じて支払われた

　　　　もの及び租税特別措置法第９条の８に規定する非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得の非課税分である。

　　　２　「課税分」には、個人のほか法人の受取分も含まれている。

　　　　　　基づいて作成した。

合 計

投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）及び特
定受益証券発行信託の収益の分配等

区　　　　　分
課　税　分

調査対象等：　平成27年２月から平成28年１月までに配当等の支払者から提出された「配当等の所得税徴収高計算書」及び

　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等の所得税徴収高計算書」等に
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(3)　特定口座内保管上場株式等の譲渡所得等の課税状況

千円 千円

源 泉 徴 収 選 択 口 座 内 保 管
上 場 株 式 等 の 譲 渡 所 得 等

344,010,674 52,615,330

調査対象等：　平成27年２月から平成28年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された
　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等の所得税
　　　　　　徴収高計算書」に基づいて作成した。

区　　　　　　　分
源泉徴収選択口座内
調整所得金額等

源　泉　徴　収　税　額
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(4)　給与所得及び退職所得の課税状況

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額 支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額 支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

俸 給 ・ 給 料 ・ 賞 与 2,868,400,063 107,699,081 27,683,406,396 981,485,654 30,551,806,459 1,089,184,735

日 雇 労 働 者 の 賃 金 6,210,493 98,380 83,972,362 1,585,643 90,182,856 1,684,023

計 2,874,610,557 107,797,461 27,767,378,758 983,071,297 30,641,989,315 1,090,868,758

180,103,794 1,776,155 465,054,974 17,740,243 645,158,767 19,516,398

- - - 28,116 - 28,116

調査対象等：　給与等の支払者から平成28年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収票）」及び平成
　　　　　　27年２月から平成28年１月までに提出された「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。
用語の説明：１　「官公庁」とは、政府機関、地方公共団体及びこれらの関係機関（所得税法別表第一に掲げる法人等のうち、公社、公団、公
　　　　　　　庫、事業団、日本政策金融公庫、国立大学法人等、国・地方公共団体が全額出資しているもの及び行政執行法人をいう。）を集計し
　　　　　　　たものである。
　　　　　　２　「法定調書」とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている書類をいい、原則として翌年１月31日ま
　　　　　　　でに提出することとなっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば①利子等の支払調書、②配当、剰余金の分配及び基金利
　　　　　　　息の支払調書、③報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤非居住者に支払われる給与、給付及び役務の報
　　　　　　　酬の支払調書がある。
　　　　　　３　「徴収猶予」とは、通常の法定納期限に徴収しないで、一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の期間、納期限
　　　　　　　を延長する、いわゆる延納制度とは異なるものである。

災害減免法により徴収猶予したもの

給 与 所 得

区　　　　　分
官 公 庁 そ の 他 合 計

退 職 所 得

名古屋国税局　源泉所得税３（H27）



(5)　報酬・料金等所得の課税状況

千円 千円

原 稿 料 、 作 曲 料 、 放 送 謝 金 、 講 演
料 等 の 報 酬 又 は 料 金

24,815,202 4,274,308

弁 護 士 、 税 理 士 等 の 報 酬 又 は 料 金 159,523,264 25,063,071

診 療 報 酬 80,329 7,121

職 業 野 球 の 選 手 、 騎 手 、 外 交
員 等 の 報 酬 又 は 料 金

139,853,261 7,870,131

芸 能 等 に つ い て の 出 演 ・ 演 出 等 の
報 酬 又 は 料 金

7,599,303 972,918

バ ー 、 キ ャ バ レ ー の ホ ス テ ス 等
の 報 酬 又 は 料 金

48,988,973 2,590,648

契 約 金 ・ 賞 金 4,871,648 444,348

　小　　　　　　　　　計　 385,731,979 41,222,545

311,615,299 3,878,587

353,887,491 2,801,574

195,332 1,074

1,051,430,101 47,903,780

- 2,101

調査対象等：　報酬・料金等の支払者から、平成28年４月30日までに提出された「法定調書の合計表

　　　　　　（報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書）」及び平成27年２月から平成28年１月まで

　　　　　　に提出された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

法 第 203 条 の ２ 該 当 （ 公 的 年 金 等 ）

源泉徴収税額支 払 金 額

災 害 減 免 法 に よ り 徴 収 猶 予 し た も の

区　　　　　　　　　　分

法 第 174 条 該 当 （ 馬 主 が 受 け る 競 馬 の 賞 金 等 ）

法 第 207 条 該 当 （ 生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 ）

法
　
第
2
0
4
条
　
該
当
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(6)　非居住者等所得の課税状況

千円 千円

公 社 債 ・ 預 貯 金 の 利 子 等 218,611 23,886

剰余金又は利益の配当、特定投資法人の投資口の配当等、投資信
託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）及
び 特 定 受 益 証 券 発 行 信 託 の 収 益 の 分 配

30,614,280 2,617,872

匿 名 組 合 契 約 に 基 づ く 利 益 の 分 配 - -

給 与 ・ 賞 与 等 33,646,847 3,367,838

退 職 所 得 706,532 102,886

役 務 の 報 酬 69,655 8,449

工 業 所 有 権 そ の 他 の 技 術 に 関 す る 権 利 等 の 使 用 料
又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

13,441,191 1,245,636

著 作 権 の 使 用 料 又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価 7,368,309 1,391,859

貸 付 金 の 利 子 1,001,037 158,660

不 動 産 、 採 石 権 の 貸 付 、 租 鉱 権 の 設 定 又 は 航 空 機 、
船 舶 の 貸 付 に よ る 所 得

2,566,751 474,241

機 械 等 の 使 用 料 - -

土 地 等 の 譲 渡 に よ る 対 価 5,951,112 613,175

人 的 役 務 提 供 事 業 の 対 価 9,755,770 1,345,066

生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 633 129

賞 金 18,926 3,144

合　　　　　計 105,359,655 11,352,841

調査対象等：　平成27年2月から平成28年１月までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「非居住者・外国法人の

　　　　　　所得についての所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。

源 泉 徴 収 税 額区　　　　　分 支 払 金 額
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